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 (1) 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律 

昭和 49年（1974年）6月に公布、施行された「防衛施設周辺の生活環境の整

備等に関する法律」（昭和 49年法律第 101号）「以下、法という」は、自衛隊及

び米軍の行為または防衛施設の設置・運用により生じる障害を防衛施設周辺の

住民等のみに受忍させることは不公平であるとの観点から、この障害を防止・

軽減するための防衛施設周辺地域の生活環境の整備等について国が行う施策を

定め、この施策が行われることにより、関係住民の生活の安定と福祉の向上に

寄与することを目的として制定されました。国（防衛省）は、法に基づき、防

衛施設（飛行場）周辺において、航空機の離着陸等で生じる騒音を考慮し算定

した区域を設定し、その区域内において、地方公共団体が行う学校等の防音工

事や公共施設の建設・整備など民生安定施設の整備等に係る補助金・交付金を

交付し、また、住民が行う住宅防音工事の助成や建物の移転補償など、周辺対

策を実施しています。 

 

 

●国が定める防衛施設（飛行場）周辺の区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

資料編【4-1防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（外部リンク）】 

 

 Lden73デシベル※（90WECPNL） 

※平成 25 年の環境基準の見直しによりＷＥＣＰＮＬからＬｄｅｎへ変更された。 

 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=349AC0000000101_20160401_426AC0000000069
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●「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」の施策体系 

 

障害の原因 
目 的 内容・条項 助成対象等 

自衛隊等の 

行為 

騒音以外の

障害防止 

障害防止工事の助成 

（第 3条第 1項） 

農林漁業施設、道路、河川などの

改修 

騒音の防止 

障害防止（防音）工事の

助成（第 3条第 2項） 

学校、病院、保育所などの防音工

事等 

住宅の防音工事の助成

（第 4条） 

第 1種区域における住宅防音工

事の助成 

建物等の移転の補償 

（第 5条） 
第 2種区域における移転補償等 

緑地帯の整備等 

（第 6条） 

第 3種区域における緑地帯の整

備等 

損失の補償 

農林漁業等事業経営上

の損失の補償 

（第 13条） 

― 

防衛施設の 

設置・運用 

障害の緩和 

民生安定施設の整備の

助成 

（第 8条） 

放送施設、道路、無線設備、消防

施設、公園、し尿・ごみ処理施設、

老人福祉センター、学習等供用施

設など 

生活環境又

は開発に及

ぼす影響の

緩和 

特定防衛施設周辺整備

調整交付金 

（第 9条） 

【公共用施設整備】 

交通・通信、スポーツ・レクリエ

ーション、環境衛生、教育文化、

医療、社会福祉、消防、産業振興

等に関する施設など、 

【いわゆるソフト事業】 

防災、住民の生活の安全、通信、

教育、スポーツ・文化、医療、福

祉、環境衛生、産業振興、交通、

良好な景観の形成等に関する事

業など 
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(2) 障害防止工事の助成（法第 3条第 2項） 

国（防衛省）は、航空機等の騒音により学校教育や病院での診療等に支障が

生じることから、こうした障害を軽減するため、地方公共団体等が行う学校防

音工事等に対して補助金を交付しています。大和市では、市立小中学校・保育

所等の防音工事や空調電気料金等の関連維持費などに交付されています。 

 

(3) 住宅防音工事の助成（法第 4条） 

国（防衛省）は、第一種区域（75ＷＥＣＰＮＬ以上の区域）内に所在する一

定の住宅について、住民が行う住宅防音工事の費用に係る助成や、住宅防音工

事で取り付けた空気調和機器及び防音建具の機能復旧工事の費用に係る助成を

行っています。 

 

(4) 建物等の移転補償、緑地帯の整備（法第 5～6条） 

国（防衛省）は、第二種区域（90ＷＥＣＰＮＬ以上の区域）内に居住する一

定の住民が、移転や土地の買い上げを希望する場合に補償を行っています（法

第 5 条）。また、買い取った土地のうち第三種区域（95ＷＥＣＰＮＬ以上の区

域）に所在する土地については、航空機の離着陸の際の安全地帯として、また

基地からの騒音軽減のため、樹木を植栽し緑地帯を整備しています（法第 6条）。 

 

(5) 民生安定施設の助成（法第 8条） 

国（防衛省）は、防衛施設の設置、運用により周辺地域の住民が生活上また

は事業活動上被る障害を緩和するため、生活環境施設及び事業経営の安定に寄

与する施設の整備等の費用の一部を助成しています。大和市では、コミュニテ

ィーセンターや学習センター等の防音工事、消防車両、スポーツセンター、公

園や市道の整備事業等に対して交付されています。 

また、国は航空機騒音によるテレビ放送の聴取障害の緩和に資するため、一

定の周辺地域の住民に対し NHK放送受信料に対する助成を行っています。 

 

 

                                         

資料編【4-2大和市に対する障害防止工事の助成事業一覧表（3条関係）】 

【4-3大和市に対する民生安定施設の助成事業一覧表（8条関係）】 

～NHK放送受信料の助成～ 

昭和 36年（1961年）、厚木基地を離着陸する航空機騒音の激化に伴うテレビ・

ラジオの聴取障害への対応として、NHK による放送受信料の減免措置が開始さ

れ、その後、昭和 57年（1982年）には、NHKに替わり防衛省による NHK放送受

信料の助成が開始されました。 

平成 30年（2018年）12月、防衛省は、騒音状況が大きく変化していることや

住宅防音工事が進捗していることなどを理由に、助成制度の見直しを行い、住宅

防音工事を実施した世帯については段階的に助成を終了することとしました。 

https://www.city.yamato.lg.jp/material/files/group/4/4-2_3jyou.pdf
https://www.city.yamato.lg.jp/material/files/group/4/4-3_8jyou.pdf
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(6) 特定防衛施設周辺整備調整交付金（法第 9条） 

国は厚木基地を特定防衛施設として指定し、厚木基地が所在する本市に対し、

公共施設の整備や生活環境の改善などの事業費用として特定防衛施設周辺整備

調整交付金を交付しています。本市ではこの交付金を、公園や消防車両等の整

備、小児医療費助成事業等に充当しています。 

 

(7) 損失の補償（法第 13条） 

基地周辺の農業、林業、漁業などの事業者が、航空機の頻繁な離発着等によ

り経営上の損失を受けた場合、国がその損失を補償しています。 

 

(8) 基地周辺対策の課題 

首都圏の極めて人口密度が高い本市に航空基地である厚木基地が所在するこ

とにより、24万を超える市民の日常生活に様々な影響を及ぼしていますが、こ

うした影響や市民の負担に現状の国の基地周辺対策が見合っているものとは言

えません。 

住宅防音工事の助成制度については、より激しい騒音被害がある基地近傍の

一部地域において、昭和 61年（1986年）9月以降に建築された住宅が助成対象

とされておらず、また、店舗や事業所なども助成対象とされていません。さら

に、空調機器や防音建具の機能復旧工事に対する助成制度については、10年経

過したものが対象とされているため、故障した場合にすぐに助成が受けられな

い、予算の範囲で順次助成が行われているため工事実施まで長期間待たされる

など、様々な課題があります。 

こうしたことから、本市では国に対し制度の見直しや法令・基準の改正など

基地周辺対策の拡充を求めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

資料編【4-4特定防衛施設周辺整備交付金事業一覧表（9条関係）】 

   【4-5特定防衛施設周辺整備調整交付金の推移】 

   【4-6再編関連訓練移転等交付金一覧】 

【4-7防衛関連の補助金・交付金等一覧表】 

https://www.city.yamato.lg.jp/material/files/group/4/4-4_9jyou.pdf
https://www.city.yamato.lg.jp/material/files/group/4/4-5_9jyousuiiR40607.pdf
https://www.city.yamato.lg.jp/material/files/group/4/4-6saihen.pdf
https://www.city.yamato.lg.jp/material/files/group/4/4-5_R40323.pdf

